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○　個人情報の保護に関する法律施行規程 

                                                                 

                                            　　　　　　　　　令和５年３月28日  

　                                                            本部告示第34号    

　                 

　（開示請求書等の記載事項） 

第１条　個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年京都府条例第32号。以下「条例」

という。）第３条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する実施機

関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 連絡先（法人である代理人にあっては、当該法人の担当者の氏名及び連絡先） 

(2) 代理人によって開示請求、訂正請求又は利用停止請求等をしようとする場合におけ

るその代理人の法定代理人又は任意代理人の別 

　（保有個人情報開示請求書） 

第２条　開示請求書の様式は、保有個人情報開示請求書（別記様式第１号）とする。 

　（保有個人情報開示決定通知書等） 

第３条　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）第82

条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示決定通知書（別記様式第２号）により

行うものとする。 

２　法第82条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決定通知書（別記様式第３

号）により行うものとする。 

　（保有個人情報開示決定等期間延長通知書） 

第４条　法第83条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期間延長通知書（別

記様式第４号）により行うものとする。 

　（保有個人情報開示決定等期限特例通知書） 

第５条　法第84条の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期限特例通知書（別記様

式第５号）により行うものとする。 

　（保有個人情報開示請求事案移送通知書） 

第６条　法第85条第１項前段の規定による移送は、保有個人情報開示請求事案移送書（別

記様式第６号）により行うものとする。 

２　法第85条第１項後段の規定による通知は、保有個人情報開示請求事案移送通知書（別

記様式第７号）により行うものとする。 

　（第三者情報開示決定通知書） 

第７条　法第86条第３項後段の規定による通知は、第三者情報開示決定通知書（別記様式

第８号）により行うものとする。 

　（開示の実施の方法） 

第８条　警察本部長に対する開示請求に係る保有個人情報についての個人情報の保護に関

する法律施行令（平成15年政令第 507号。以下「令」という。）第23条に規定する閲覧

又は写しの交付の方法として行政機関等が定める方法は、次項及び第３項に定めるとこ

ろによる。 

２　次の各号に掲げる文書又は図画の閲覧の方法は、当該各号に定めるものを閲覧する方
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法とする。 

(1) 文書又は図画（マイクロフィルムを除く。）　当該文書又は図画（法第87条第１項

ただし書の規定が適用される場合にあっては、次項第１号アに規定するもの） 

(2) マイクロフィルム　当該マイクロフィルムをその保有する専用機器により映写し、

又は用紙に印刷したもの 

３　次の各号に掲げる文書又は図画の写しの交付の方法は、当該各号に定める方法とする。 

(1) 文書又は図画（マイクロフィルムを除く。）　次に掲げる方法 

ア　当該文書又は図画を複写機により用紙に複写したものの交付（イに掲げる方法に

該当するものを除く。） 

イ　当該文書又は図画を複写機により用紙にカラーで複写したものの交付 

(2) マイクロフィルム　当該マイクロフィルムを用紙に印刷したものの交付 

４　警察本部長は、保有個人情報の開示を第２項に規定する閲覧の方法により受け、又は

受けようとする者が、当該保有個人情報が記録されている物を改ざんし、汚損し、若し

くは破損したとき又はこれらのおそれがあると認められるときは、当該保有個人情報の

閲覧を停止させ、又は禁止することができる。 

５　保有個人情報の開示を第３項に規定する写しの交付により行うときの交付部数は、１

件の開示請求につき１部とする。 

　（電磁的記録の開示の方法） 

第９条　警察本部長に対する開示請求に係る保有個人情報についての法第87条第１項に規

定する行政機関等が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の区分に応じ、当該各

号に定める方法とする。 

(1) 録音テープ又は録音ディスク　その保有する専用機器により再生したものの聴取又

は複写した物の交付 

(2) ビデオテープ又はビデオディスク　その保有する専用機器により再生したものの視

聴又は複写した物の交付 

(3) その他の電磁的記録　次に掲げるもののうち、警察本部長が適当と認める方法 

ア　当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

イ　当該電磁的記録をその保有する専用機器により再生したものの閲覧、聴取若しく

は視聴又は光ディスクその他の記録媒体に複写したものの交付 

　（保有個人情報開示実施方法等申出書） 

第10条　令第26条第１項に規定する書面の様式は、保有個人情報開示実施方法等申出書（別

記様式第９号）とする。 

　（保有個人情報訂正請求書） 

第11条　訂正請求書の様式は、保有個人情報訂正請求書（別記様式第10号）とする。 

　（保有個人情報訂正決定通知書等） 

第12条　法第93条第１項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定通知書（別記様式第

11号）により行うものとする。 

２　法第93条第２項の規定による通知は、保有個人情報不訂正決定通知書（別記様式第12

号）により行うものとする。 

　（保有個人情報訂正決定等期間延長通知書） 



- 3 -

第13条　法第94条第２項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期間延長通知書（別

記様式第13号）により行うものとする。 

　（保有個人情報訂正決定等期限特例通知書） 

第14条　法第95条の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期限特例通知書（別記様

式第14号）により行うものとする。 

　（保有個人情報訂正請求事案移送通知書） 

第15条　法第96条第１項前段の規定による移送は、保有個人情報訂正請求事案移送書（別

記様式第15号）により行うものとする。 

２　法第96条第１項後段の規定による通知は、保有個人情報訂正請求事案移送通知書（別

記様式第16号）により行うものとする。 

　（保有個人情報利用停止請求書） 

第16条　利用停止請求書の様式は、保有個人情報利用停止請求書（別記様式第17号）とす

る。 

　（保有個人情報利用停止決定通知書等） 

第17条　法第 101条第１項の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定通知書（別記

様式第18号）により行うものとする。 

２　法第 101条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用不停止決定通知書（別記様

式第19号）により行うものとする。 

　（保有個人情報利用停止決定等期間延長通知書） 

第18条　法第 102条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期間延長通

知書（別記様式第20号）により行うものとする。 

　（保有個人情報利用停止決定等期限特例通知書） 

第19条　法第 103条の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期限特例通知書（別

記様式第21号）により行うものとする。 

　（個人情報取扱是正申出書の記載事項等） 

第20条　条例第５条第２項第３号の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 連絡先（法人である代理人にあっては、当該法人の担当者の氏名及び連絡先） 

(2) 代理人によって是正の申出をしようとする場合におけるその代理人の法定代理人又

は任意代理人の別 

２　条例第５条第２項の申出書は、個人情報取扱是正申出書（別記様式第22号）によるも

のとする。 

　（個人情報取扱是正申出処理通知書） 

第21条　条例第５条第４項の規定による通知は、個人情報取扱是正申出処理通知書（別記

様式第23号）により行うものとする。 

　（簡易な手続きによる保有個人情報の提供） 

第22条　警察本部長は、別に定める保有個人情報については、本人又はその代理人からの

口頭による求めに応じて、遅滞なく、当該本人の保有個人情報を提供することができる

ように努めるものとする。 

２　前項の場合において、同項の求め（以下この項において単に「求め」という。）をす

る者は、法第77条第２項の規定の例により、当該求めに係る保有個人情報の本人である
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こと（代理人による求めにあっては、当該保有個人情報の本人の代理人であること）を

示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

附　則 

　この告示は、令和５年４月１日から施行する。 



別 記  

様 式 第 １ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 請 求 書 ）  

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日 　 　 

 

保有 個人 情報開 示請 求書  
 
 

　 京 都 府 警 察 本 部 長 　 殿  
 
                        （ ふり が な）  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏 名 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
 
                  　 　　 住 所又 は 居所  
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
                  　 　　 連 絡先 (上記 以 外の 連絡 先 があ る 場合 に記 載 して く ださ い。 ) 
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 

　 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 77条 第 １ 項 の 規 定 に
よ り 、 下 記 の と お り 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 請 求 し ま す 。  

 

記  

 

１　開示を請求する保有個人情報  

（請求する保有個人情報が特定できるよう、保有個人情報が記録されている行政文書の名称等を具

体的に記載してください。） 
                                                           

 

２ 　 求 め る 開 示 の 実 施 の 方 法 等 （ 本 欄 の 記 載 は 任 意 で す 。 ）  

    ア又はイに○印を付してください。アを選択した場合は、その具体的な方法等を記載してください。 

ア　事務所における開示の実施を希望する。 

　　　＜実 施 の 方 法＞　　□閲覧　　□写しの交付 

　　　＜実施の希望日＞　　　 　　年　　　月　　　日 

イ　写しの送付を希望する。
 

３　本人確認等  

 ア　開示請求者　　　□本人　　□法定代理人 　　□任意代理人

 イ　請求者本人確認書類 

    □運転免許証　　□健康保険被保険者証　　　　 

  　□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

 　 □在 留 カー ド、 特別永 住者 証明書 又は 特別永 住者証 明書 とみな され る外国 人登録 証明 書 

    □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 　　※　請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写しを添付してください。

 ウ　本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

   (ｱ) 本人の状況 □未成年者（　　　　年　　月　　日生）□成年被後見人 □任意代理人委任者 

       （ふりがな） 
   (ｲ) 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

   (ｳ) 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
 エ　法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 
     請求資格確認書類　　□戸籍謄本　　□登記事項証明書　　□その他（　　　　　　　　　）

 オ　任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 
    請求資格確認書類　　□委任状　　□その他（　　　　　　　　　　）

 
　  ※ 　こ の欄 は 記入 し ない でく だ さい 。  

担当課等 受付番号 

受付年月日 受付場所 

 

備考 

 
 
 



様 式 第 ２ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

 

　 （ 開 示 請 求 者 ） 　 様  

 

 
  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 
 

保有個 人情 報の 開示 をする 旨の 決定 につい て（ 通知 ）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 開 示 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 82条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 下
記 の と お り 開 示 す る こ と と 決 定 し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

１　開示する保有個人情報（　全部開示　・　部分開示　）

 

２　不開示とした部分とその理由　

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ
の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し
て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て

３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査
請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律
第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被
告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方

裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た
日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
 

３　開示する保有個人情報の利用目的　

 

４　開示の実施の方法等（裏面（又は同封）の説明事項をお読みください。）  

(1) 開示の実施の方法等 

 
(2) 事務所における開示を実施することができる日時及び場所 
　　期間： 月 日から 月 日まで（土曜日、日曜日、祝日及び年末年始を除く。） 

　　時間： 
　　場所： 

 
(3) 写しの送付を希望する場合の準備日数及び送付に要する費用（見込額） 

 

＊ 　 連 絡 先  

 

 
 
 

 



様 式 第 ３ 号 （ 保 有 個 人 情 報 不 開 示 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

 
 

　 （ 開 示 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

 

保有 個人 情報の 開示 をし ない旨 の決 定に ついて （通 知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 開 示 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 82条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 下
記 の と お り 開 示 を し な い 旨 の 決 定 を し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有個人情

報の名称等

  

 　
 
開示をしない理由 

 
 

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ
の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し

て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査
請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律
第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被

告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方
裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た
日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 ４ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 決 定 等 期 間 延 長 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

 

　 （ 開 示 請 求 者 ） 　 様  

 

 
  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有 個人 情報開 示決 定等 の期間 の延 長に ついて （通 知）  

 

 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 開 示 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 83条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 下
記 の と お り 開 示 決 定 等 の 期 間 を 延 長 す る こ と と し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有
個人情報の名称等 

  

延長後の期間  　　　　日（開示決定等の期限　　　　　年　月　日）

  
  
  

延長の理由  
  

 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 ５ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 決 定 等 期 限 特 例 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 開 示 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有個人 情 報 開 示 決 定 等 の 期限の特例規定の適用について（通知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 開 示 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 84条 の 規 定 を 適 用 し 、 下 記 の
と お り 開 示 決 定 等 の 期 限 を 延 長 す る こ と と し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等
 

法第 84条の規定（開
示決定等の期限の特

例）を適用する理由
 （　　　年　月　日までに可能な部分について開示決定等を行い、残りの部

 分については、次に記載する期限までに開示決定等を行う予定です。） 
残りの保有個人情報  
について開示決定等 　　　　年　月　日 

をする期限  
 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 ６ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 請 求 事 案 移 送 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 他 の 行 政 機 関 の 長 等 ） 　 殿  

 
                                                                           

                                                                           
                                                                           

（  京 都 府 警 察 本 部 長  ）  　 　 

（ 　 公 　 印 　 省 　 略 　 ） 　 　 

 
 

保 有個 人情報 の開 示請 求に係 る事 案の 移送に つい て  

 

 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 の 開 示 請 求 に 係 る 事 案 に
つ い て 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 85条 第 １ 項 の
規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 移 送 し ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有個人
情報の名称等

 氏　名： 
 住所又は居所： 

 連絡先： 
  

開示請求者氏名等 　 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

　 本人の状況　□未成年者（　年　月　日生）　□成年被後見人 
　 　　　　　　□任意代理人委任者 

　 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 ・開示請求書 
 ・移送前に行った行為の概要記録 
添付資料等 ・ 

 ・ 
・
  
  

 （複数の他の行政機関の長等に移送する場合には、その旨）

備考

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 



様 式 第 ７ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 請 求 事 案 移 送 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

 

保 有個人 情報 開示 請求 に係る 事案 の移 送につ いて （通 知）  

 
 

　 （ 開 示 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 の 開 示 請 求 に 係 る 事 案 に
つ い て は 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 85条 第 １ 項
の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 移 送 し た の で 通 知 し ま す 。  

　 な お 、 保 有 個 人 情 報 の 開 示 決 定 等 は 、 下 記 の 移 送 先 の 行 政 機 関 等 に お い て 行
わ れ ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有個人

情報の名称等

  

移送をした日  　　　年　月　日

  
  

移送の理由  
 

 （行政機関の長等） 
  
  
  

 （連絡先） 
移送先の行政機関の長等 　　部局課室名： 

　　担当者名： 
 
　　所在地： 

　　電話番号： 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 ８ 号 （ 第 三 者 情 報 開 示 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

 

　 （ 反 対 意 見 書 を 提 出 し た 第 三 者 ） 　 様  

 

 
  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

反 対意 見書 に係る 保有 個人 情報の 開示 決定 につい て（ 通知 ）  

 

 

　 （ あ な た 、 貴 社 等 ） か ら 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 「 保 有 個 人 情 報 の 開 示 決 定
等 に 関 す る 意 見 書 」 の 提 出 が あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 下 記 の と お り 開
示 決 定 し ま し た の で 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第
86条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

開示請求に係る保有個人情
報の名称等

  
 　
開示する理由 

 

  
開示決定をした日 　　　年　月　日

  
開示を実施する日 　　　年　月　日 

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ
の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し

て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査
請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律
第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被

告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方
裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た
日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 



様 式 第 ９ 号 （ 保 有 個 人 情 報 開 示 実 施 方 法 等 申 出 書 ）  

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日 　 　 

 
 

保有 個人 情報 の開示 の実 施方 法等申 出書  

 

 

　 京 都 府 警 察 本 部 長 　 殿  

 

 
                        （ ふり が な）  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏 名 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 

 
　　 　                   住 所又 は 居所  
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
      　 　 　             連 絡先 (上記 以 外の 連絡 先 があ る 場合 に記 載 して く ださ い。 ) 
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
 

　 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 87条 第 ３ 項 の 規 定 に
よ り 、 下 記 の と お り 申 出 を し ま す 。  

 

記  

 

１ 　 保 有 個 人 情 報 開 示 決 定 通 知 書 の 番 号 等  

 
　　 文書 番 号： 　 　　 　第 　 号　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　  

 
　　 日　 　 付： 　 　　 　年 　 月　 日 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　  
 

 

２ 　 求 め る 開 示 の 実 施 の 方 法  

  
開示 請求 に 係る 保 有個 人   
 実 施 の 方 法
情報 の名 称 等  

(1) 閲覧 ① 全 部  
② 一 部（ 　　 　 　　 　 　　 　　 ）

(2) 複 写 し た も  ① 全 部  
　の の交 付 ② 一 部（ 　　 　 　　 　 　　 　　 ）

 
 

３ 　 開 示 の 実 施 を 希 望 す る 日  

 
　　 　　 　 　　 　 　年 　　 月 　　 日 　　 　午 前 ・午 後  
 

４ 　 「 写 し の 送 付 」 の 希 望 の 有 無 　 　 有　 ：同 封 する 郵 便切 手等 の 額　 　　 　 　円  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　  無  

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 



様 式 第 10号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 請 求 書 ）  

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日 　 　 

 
 

保有 個人 情報訂 正請 求書  
 
 

　 京 都 府 警 察 本 部 長 　 殿  
 
                        （ ふり が な）  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏 名 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
 
        　 　　 　         住 所又 は 居所  
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
 　 　 　                  連 絡先 (上記 以 外の 連絡 先 があ る 場合 に記 載 して く ださ い。 ) 
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 

　 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 91条 第 １ 項 の 規 定 に
よ り 、 下 記 の と お り 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 を 請 求 し ま す 。  

 

記  

 

１　訂正を請求する保有個人情報等  

  
訂正請求に係る保有個人 　　　　　　年　　月　　日情報の開示を受けた日 

  
 開示決定通知書の文書番号：　　　　　　　　　 
 開示決定通知書の日付：　　　　年　　月　　日 
開示決定に基づき開示を  
受けた保有個人情報 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 （趣旨） 
  

訂正請求の趣旨及び理由 （理由） 

 

 

２　本人確認等  

ア　訂正請求者　　　□本人　　□法定代理人　　□任意代理人
イ　請求者本人確認書類 

   □運転免許証　　□健康保険被保険者証　　　　 

   □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

   □在 留 カー ド、 特別永 住者 証明書 又は 特別永 住者証 明書 とみな され る外国 人登録 証明 書 

   □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

　　※　請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写しを添付してください。

ウ　本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 
  (ｱ) 本人の状況 □未成年者（　　　　年　　月　　日生）□成年被後見人 □任意代理人委任者 

      （ふりがな） 

  (ｲ) 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

  (ｳ) 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 
    請求資格確認書類　　□戸籍謄本　　□登記事項証明書　　□その他（　　　　　　　　　）

オ　任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 

    請求資格確認書類　　□委任状　　□その他（　　　　　　　　　　）
 
※　 この 欄 は記 入 しな いで く ださ い 。  

担当課等 受付番号 

受付年月日 受付場所 

 
備考 

 

 
 



様 式 第 11号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有個 人情 報の 訂正 をする 旨の 決定 につい て（ 通知 ）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 訂 正 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 93条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 下
記 の と お り 訂 正 す る こ と と 決 定 し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

訂正請求に係る保有個人情

報の名称等

  
訂正請求の趣旨 　

 （訂正の内容） 
  
  

訂正決定をする内容及び理  

由 （訂正の理由） 
  
  

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ

の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し
て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査

請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律

第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被
告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方
裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た

日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え
を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 12号 （ 保 有 個 人 情 報 不 訂 正 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有 個人 情報の 訂正 をし ない旨 の決 定に ついて （通 知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 訂 正 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 93条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 訂
正 を し な い 旨 の 決 定 を し た の で 、 下 記 の と お り 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

訂正請求に係る保有個人情

報の名称等

  
 　

 
訂正をしないこととした理

由 
 

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ
の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し

て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査
請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律
第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被
告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方

裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た
日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 13号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 決 定 等 期 間 延 長 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有 個人 情報訂 正決 定等 の期間 の延 長に ついて （通 知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 訂 正 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 94条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 下
記 の と お り 訂 正 決 定 等 の 期 間 を 延 長 す る こ と と し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 
訂正請求に係る保有
個人情報が記録され

ている行政文書の名
称等

  

延長後の期間  　　　　日（訂正決定等の期限　　　　　年　月　日）

  
  
  

延長の理由  
  

 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 14号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 決 定 等 期 限 特 例 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保有個人 情 報 訂 正 決 定 等 の 期限の特例規定の適用について（通知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 訂 正 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 95条 の 規 定 を 適 用 し 、 下 記 の
と お り 訂 正 決 定 等 の 期 限 を 延 長 す る こ と と し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等
 

法第 95条の規定（訂
正決定等の期限の特

例）を適用する理由
  

訂正決定等をする  
 　　　　年　月　日
期限 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 



様 式 第 15号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 請 求 事 案 移 送 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 他 の 行 政 機 関 の 長 等 ） 　 殿  

 
                                                                           

                                                                           
                                                                           

（  京 都 府 警 察 本 部 長  ）  　 　 

（ 　 公 　 印 　 省 　 略 　 ） 　 　 

 
 

保有 個人 情報 訂正 請求に 係る 事案 の移送 につ いて  

 

 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 請 求 に 係 る 事 案 に
つ い て 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 96条 第 １ 項 の
規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 移 送 し ま す 。  

 

記  

 

訂正請求に係る保有個人
情報の名称等

 氏　名： 

 住所又は居所： 
 連絡先： 

  
訂正請求者氏名等 　 法定代理人又は任意代理人による訂正請求の場合 

　 本人の状況　□未成年者（　年　月　日生）　□成年被後見人 

　 　　　　　　□任意代理人委任者 
　 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 ・訂正請求書 

 ・移送前に行った行為の概要記録 
添付資料等 ・ 
 ・ 

・
  
  

 （複数の他の行政機関の長等に移送する場合には、その旨）
備考

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 



 

様 式 第 16号 （ 保 有 個 人 情 報 訂 正 請 求 事 案 移 送 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 
 

保 有個人 情報 訂正 請求 に係る 事案 の移 送につ いて （通 知）  

 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 請 求 に 係 る 事 案 に
つ い て は 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 96条 第 １ 項
の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 移 送 し た の で 通 知 し ま す 。  

　 な お 、 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 決 定 等 は 、 下 記 の 移 送 先 の 行 政 機 関 等 に お い て 行
わ れ ま す 。  

 

記  

 

訂正請求に係る保有個人
情報の名称等

  
移送をした日  　　　年　月　日

  
  

移送の理由  

 

 （行政機関の長等） 
  
  
  

 （連絡先） 

移送先の行政機関の長等 　　部局課室名： 
　　担当者名： 
 

　　所在地： 
　　電話番号： 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 17号 （ 保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 請 求 書 ）  

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日 　 　 
 

保 有個 人情 報利用 停止 請求 書  
 
 

　 京 都 府 警 察 本 部 長 　 殿  
 

                        （ ふり が な）  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏 名 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
 
        　 　　 　         住 所又 は 居所  
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
 　 　 　                  連 絡先 (上記 以 外の 連絡 先 があ る 場合 に記 載 して く ださ い。 ) 
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 

　 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第 99条 第 １ 項 の 規 定 に
よ り 、 下 記 の と お り 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を 請 求 し ま す 。  
 

記  
 

１　利用停止を請求する保有個人情報等  
利用停止請求に係る保有個人  

情報の開示を受けた日 　　　　　　年　　月　　日

  
 開示決定通知書の文書番号：　　　　　　　　　 
 開示決定通知書の日付：　　　　年　　月　　日 

開示決定に基づき開示を  

受けた保有個人情報 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報が記録されている行政

文書の名称等 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 （趣旨） 
利用停止請求の趣旨及び理由 　　□第１号該当　→　□利用の停止　　□消去 

　　□第２号該当　→　提供の停止 

（理由） 

 

２　本人確認等  
ア　利用停止請求者　　　□本人　　□法定代理人　　□任意代理人
イ　請求者本人確認書類 
   □運転免許証　　□健康保険被保険者証　　　　 
   □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 
　 □在 留 カー ド、 特別永 住者 証明書 又は 特別永 住者証 明書 とみな され る外国 人登録 証明 書 
   □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
   ※　請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写しを添付してください。
ウ　本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 
  (ｱ) 本人の状況 □未成年者（　　　　年　　月　　日生）□成年被後見人 □任意代理人委任者 
      （ふりがな） 
  (ｲ) 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
  (ｳ) 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 
    請求資格確認書類　　□戸籍謄本　　□登記事項証明書　　□その他（　　　　　　　　　）
オ　任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 
    請求資格確認書類　　□委任状　　□その他（　　　　　　　　　　）

 
　  ※ 　こ の欄 は 記入 し ない でく だ さい 。  

担当課等 受付番号 

受付年月日 受付場所 

 

備考 

 
 



様 式 第 18号 （ 保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 利 用 停 止 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保 有個人 情報 の利 用停 止をす る旨 の決 定につ いて （通 知）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 利 用 停 止 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個
人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第  101条 第 １ 項 の 規 定 に よ
り 、 下 記 の と お り 利 用 停 止 す る こ と と 決 定 し た の で 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

利用停止請求に係る保有個

人情報の名称等

  
利用停止請求の趣旨 　

 （利用停止決定の内容） 
  
  

利用停止決定をする内容及  

び理由 （利用停止の理由） 
  
  

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ

の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し
て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査

請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律

第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被
告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方
裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た

日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え
を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 19号 （ 保 有 個 人 情 報 利 用 不 停 止 決 定 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 利 用 停 止 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保 有個 人情 報の利 用停 止を しない 旨の 決定 につい て（ 通知 ）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 利 用 停 止 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個
人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第  101条 第 ２ 項 の 規 定 に よ
り 、 利 用 停 止 を し な い 旨 の 決 定 を し た の で 、 下 記 の と お り 通 知 し ま す 。  

 

記  

 

利用停止請求に係る保有個

人情報の名称等

  
 　

 
利用停止をしない理由 

 

　 　 ※ 　 こ の 決 定 に 不 服 が あ る 場 合 は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 26年 法 律 第 68号 ） の 規 定 に よ り 、 こ
の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ か 月 以 内 に 、 京 都 府 公 安 委 員 会 に 対 し

て 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て
３ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 審 査
請 求 をす る こと がで き なく な りま す。 ） 。  

　 　 　 　 ま た 、 こ の 決 定 の 取 消 し を 求 め る 訴 訟 を 提 起 す る 場 合 は 、 行 政 事 件 訴 訟 法 （ 昭 和 37年 法 律
第  139号 ） の 規 定 に よ り 、 こ の 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 か ら ６ か 月 以 内 に 、 京 都 府 を 被
告 と し て （ 訴 訟 に お い て 京 都 府 を 代 表 す る 者 は 京 都 府 公 安 委 員 会 と な り ま す 。 ） 、 京 都 地 方

裁 判 所 に 処 分 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、 決 定 が あ っ た こ と を 知 っ た
日 か ら ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、 決 定 の 日 か ら １ 年 を 経 過 し た 場 合 に は 、 処 分 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起す る こと がで き なく な りま す。 ） 。  
 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 



様 式 第 20号 （ 保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 等 期 間 延 長 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 利 用 停 止 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保 有個 人情 報利用 停止 決定 等の期 間の 延長 につい て（ 通知 ）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 利 用 停 止 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個
人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第  102条 第 ２ 項 の 規 定 に よ
り 、 下 記 の と お り 利 用 停 止 決 定 等 の 期 間 を 延 長 す る こ と と し た の で 通 知 し ま す
。  

 

記  

 

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称
等 

  
延長後の期間  　　　　日（利用停止決定等の期限　　　　　年　月　日）

  
  
  

延長の理由  
  

 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 



 

様 式 第 21号 （ 保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 等 期 限 特 例 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 利 用 停 止 請 求 者 ） 　 様  

 

 
  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

保 有 個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 等 の 期 限 の 特 例 規 定 の 適 用 に つ い て （ 通 知）  

 

 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 利 用 停 止 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個
人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 15年 法 律 第 57号 ） 第  103条 の 規 定 を 適 用 し 、

下 記 の と お り 利 用 停 止 決 定 等 の 期 限 を 延 長 す る こ と と し た の で 通知 し ま す 。  

 

記  

 

利用停止請求に係る
保有個人情報の名称
等 

法第  103条の規定（
利用停止決定等の期

限の特例）を適用す
る理由

  
利用停止決定等を  
 　　　　年　月　日
する期限 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 



様 式 第 22号 （ 個 人 情 報 取 扱 是 正 申 出 書 ）  

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日 　 　 

 

 

個人 情報 取扱是 正申 出書  

 

 

　 京 都 府 警 察 本 部 長 　 殿  
 

                        （ ふり が な）  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 氏 名 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
 
        　 　　 　         住 所又 は 居所  
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 
 　 　 　                  連 絡先 (上記 以 外の 連絡 先 があ る 場合 に記 載 して く ださ い。 ) 
 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〒 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 TEL　 　 　 （ 　 　 　 ） 　 　 　 　 
 

　 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 （ 令 和 ４ 年 京 都 府 条 例 第 32号 ） 第 ５ 条
第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 保 有 個 人 情 報 の 取 扱 い の 是 正 を 申 し 出 ま す
。  

 

記  

 

１　是正を求める保有個人情報等  
  

是正を求める保有個人情 　　

報の取扱い 

  

 （趣旨） 

是正申出の趣旨及び理由  

 

（理由） 
 

 

 

２　本人確認等  

ア　是正申出者　　　□本人　　□法定代理人　　□任意代理人

イ　申出者本人確認書類 

   □運転免許証　　□健康保険被保険者証　　　　 

   □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

   □在 留 カー ド、 特別永 住者 証明書 又は 特別永 住者証 明書 とみな され る外国 人登録 証明 書 

   □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

　　※　申出書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写しを添付してください。

ウ　本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が申出する場合にのみ記載してください。） 

  (ｱ) 本人の状況 □未成年者（　　　　年　　月　　日生）□成年被後見人 □任意代理人委任者 

      （ふりがな） 

  (ｲ) 本人の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

  (ｳ) 本人の住所又は居所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

エ　法定代理人が申出する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

    請求資格確認書類　　□戸籍謄本　　□登記事項証明書　　□その他（　　　　　　　　　）

オ　任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 

    請求資格確認書類　　□委任状　　□その他（　　　　　　　　　　）

 

　  ※ 　こ の欄 は 記入 し ない でく だ さい 。  

担当課等 受付番号 

受付年月日 受付場所 

 

備考 



様 式 第 23号 （ 個 人 情 報 取 扱 是 正 申 出 処 理 通 知 書 ）  

 

　 　 第 　 　 号 　 　 

　　　　年　　月　　日 　 　 

 

　 （ 訂 正 請 求 者 ） 　 様  

 
 

  
  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府警察本部長  印  

 

 

個人情 報の 取扱 是正 申出に 係る 処理 につい て（ 通知 ）  

 
 

　 　 　 　 年 　 月 　 日 付 け で 訂 正 請 求 の あ っ た 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 個 人 情
報 の 保 護 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 （ 令 和 ４ 年 京 都 府 条 例 第 32号 ） 第 ５ 条 第 ４ 項 の
規 定 に よ り 、 通 知 し ま す 。  

 

記  

 
是正の申出に係る個
人情報の取扱い

  
求めた是正の趣旨

 （処理内容） 
  
  

処理の内容及び理由  
 （処理理由） 

 

 

　 　 ＊ 　 連 絡 先  

 


